
主文
　　　１　原告の請求をいずれも棄却する。
　　　２　訴訟費用は甲，乙両事件とも原告の負担とする。

事実及び理由
第１　請求
　　１　被告Ａ新聞社，同Ｂ及び同Ｃは，原告に対し，連帯して５００万円及びこれに対す

る平成１２年６月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　　２　被告Ｄは，原告に対し，３００万円及びこれに対する平成１２年６月１日から支払

済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　　３　被告Ｅは，原告に対し，２００万円及びこれに対する平成１２年９月１３日から支払

済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　　４　被告Ａ新聞社，同Ｄ及び同Ｅは，原告に対し，別紙謝罪広告記載の広告を朝日新

聞，毎日新聞，読売新聞及び東京新聞の各栃木版の朝刊並びにａ新聞の朝刊
に別紙謝罪広告記載の条件でそれぞれ１回掲載せよ。

第２　事案の概要
　　　本件は，原告が，被告Ａ新聞社の日刊新聞紙における見出し及び記事，被告Ｄ及

び同Ｅの町議会における発言が，それぞれ原告の名誉を毀損するものであるとし
て，被告らに対し損害賠償等を求めた事案である。

　１　争いのない事実
　　・　当事者
　　　ア　原告は，土木建築の設計，監理，請負等を業とする株式会社である。
　　　イ　被告Ａ新聞社は，日刊新聞紙の発行等を目的とする株式会社であり，日刊新

聞紙ａ新聞を発行している。
　　　　　被告Ｂ及び同Ｃ（以下同被告らと被告Ａ新聞社を一括して「被告Ａ新聞社ら」とも

いう。）は，被告Ａ新聞社の被用者であり，後記記事が掲載された平成１２年３
月ころ，被告Ｂはａ新聞の編集局長，被告Ｃはａ新聞の記者であった。

　　　ウ　被告Ｄ及び被告Ｅは，栃木県塩谷郡Ｆ町議会の議員である。
　　・　原告は，平成１１年２月１２日，Ｆ町からＧ河川公園（以下「本件河川公園」とい

う。）の園路開設や駐車場造成等を内容とするＧ河川公園整備工事分割２号（以
下「本件河川公園工事」という。）を受注した。

　　　　原告は，平成１１年１０月２８日ころ，本件河川公園工事に関して，栃木県日光土
木事務所長に対し顛末書（以下「本件顛末書」という。）を提出した。本件顛末書
には，原告が，同年８月ころ，本件河川公園工事の盛土の際，購入した土量で
は足りなかったため，独断で隣接地の土を約３００立方メートル掘削して盛土材
として使用したこと，同年９月初旬から１０月中旬にかけて，Ｆ町から受注した下
水道工事において発生した残土約２００立方メートルを搬入して埋め戻したこと，
同年１０月１９日及び同月２０日の二晩にかけて，上記下水道工事の施工のた
め本件河川公園敷地を使用し１０立方メートルの残土搬入と仮置きしていた砕
石４立方メートルの搬出をしたことを述べるとともに，本件河川公園敷地を無断
で使用し，残土を捨てたことを詫びる旨が記載されている。

　　・　平成１２年３月８日から同月１６日にかけて，Ｆ町議会平成１２年第１回定例会が
開かれ，その期間中の同月１５日，Ｆ町議会３常任委員会合同審査（以下「本件
合同委員会」という。）が行われた。

　　・　被告Ｄは，本件河川公園工事に関して，平成１２年３月１４日の定例会（以下「本
件定例会」という。）の一般質問において，別紙Ｄ発言記載①ないし③の各発言
（以下「Ｄ発言①」等という。）をし，同月１５日，本件合同委員会において，別紙Ｄ
発言記載④ないし⑦の各発言（以下，「Ｄ発言④」等といい，Ｄ発言①ないし⑦を
一括して「Ｄ発言」ともいう。）をした。

　　・　被告Ｅは，平成１２年３月１５日，本件合同委員会において，本件河川公園工事に
関して，別紙Ｅ発言記載①ないし③の各発言（以下，「Ｅ発言①」等といい，Ｅ発
言①ないし③を一括して「Ｅ発言」ともいう。）をした。

　　・　被告Ａ新聞社は，平成１２年３月１７日発行のａ新聞朝刊県北版において，「Ｈ小
体育館建設請負契約　落札業者疑惑絡み否決　Ｆ町議会」との見出し（以下「本
件見出し」という。）を付した別紙掲載記事記載の記事（以下，「本件記事」とい
い，本件記事中下線を付した①ないし④の部分を「本件記事①」等という。）を掲
載し，頒布した。

　２　争点及び当事者の主張
　　・　本件記事の名誉毀損該当性



　　　（原告の主張）
　　　ア　本件記事は，原告が他の公共事業において土砂を盗掘したので，Ｆ町議会に

おいて原告との間のＨ小学校体育館建設工事請負契約（以下「本件請負契
約」という。）締結を承認する旨の議案（以下「本件議案」という。）が否決され，
Ｆ町が盗掘の調査を進めて原告への処分を考えており，原告においてもこれ
を認めているような内容で構成されており，次のとおり，原告が土砂を盗掘し
た刑法犯であるとの印象を与え，原告の社会的評価，信用を著しく失墜させる
ものである。

　　　　・　本件記事①は，その記載の仕方からして，原告があたかも土砂を盗掘したか
のような印象を与えるものである。

　　　　・　本件記事②は，Ｆ町が処分を考える前提として「盗掘というような事実があれ
ば」と述べているところ，これを脱落させることにより，ありもしない盗掘及び
処分を既成事実として記載するものである。

　　　　・　本件記事③は，原告が盗掘という犯罪行為をしたとの事実を前提とするもので
ある。

　　　　・　本件記事④は，本件議案が否決された理由が設計内容の不備とされたことか
ら，原告が被告Ｃの取材に対して「事後処理についても法律に則ってやって
もらいたい。」と述べたところ，この部分は記載せず，本件記事④記載の原
告のコメントのみを本件記事③の直後に記載することによって，原告が盗
掘を認めたととられるように構成したものである。

　　　イ　なお，本件記事には，原告の名称が記載されていないが，本件請負契約の落
札業者が原告を指すことは明らかである。

　　　（被告Ａ新聞社らの主張）
　　　ア　本件記事には，本件請負契約の落札業者の名称を記載しておらず，他の公共

事業名も明らかにしていないから，一般読者を基準として，上記落札業者が
原告を指すと特定することはできない。

　　　イ　本件記事は，Ｆ町議会において本件議案が否決されたこと，その背景には落札
業者が他の公共事業において土砂を盗掘したとの疑い（以下「本件盗掘疑
惑」という。）についてＦ町と話し合いを持ったとされる問題が絡んでいることを
報道したものであって，原告の主張するような内容として構成し，原告が土砂
を盗掘した刑法犯であるとの印象を与えるものではない。

　　　　・　本件記事②は，Ｆ町が再度調査検討を進め，その結果により処分を考える，す
なわち，問題の事実があれば処分をし，なければ処分をしないという趣旨
であり，盗掘，処分を既成事実として記載したものではない。

　　　　・　本件記事③は，議員多数の意見を挙げて，Ｆ町議会において本件議案が否決
された背景には本件盗掘疑惑が絡んでいることを報道したものにすぎず，
原告が盗掘という犯罪行為をしたとの事実を前提とするものではない。

　　　　・　本件記事④は，本件議案が設計不備を理由に否決されたことについて，業者
側が「地方自治法に基づいてやっているのだから，否決は受け入れる。」と
話していることを報じたにすぎない。原告主張のコメントを記載しなかったの
は，本件記事において，既に議案否決後に執行部が法に則った処理をす
る方針である旨を記載していたので不必要と判断したためであり，これを記
載しなかったことにより落札業者が盗掘を認めたかのような内容になるもの
ではない。

　　・　本件記事の違法性及び被告Ａ新聞社らの責任
　　　（被告Ａ新聞社らの主張）
　　　ア　本件記事は，Ｆ町議会における公共工事請負契約の承認決議に関するもので

あるから，公共の利害に関する事実について，専ら公益を図る目的で報道さ
れたものである。

　　　イ　本件記事は，Ｆ町議会において本件議案が否決されたこと，その背景には本件
盗掘疑惑について落札業者が町と話し合いを持ったとされる問題が絡んでい
ることを報道したものであって，原告が本件河川公園工事において盛土材が
不足したため本件河川公園敷地内から約３００立方メートルの土を掘削しこれ
を盛土材としたという本件盗掘疑惑の基となった事実について，これを盗掘で
あると摘示するものではない。

　　　　　そして，本件盗掘疑惑の基となった上記事実があること，Ｆ町が原告の専務を町
役場に呼んで本件盗掘疑惑について事情聴取し顛末書を提出させており，原
告とＦ町との間で話し合ったというべき事実があること，本件定例会及び本件



合同委員会において，原告が上記掘削をしたことが盗掘であるか流用である
のか，流用であるとしても事前の許可が必要であったのではないか等の問題
が指摘されたこと，Ｆ町議会において本件議案が否決され，その背景には本
件盗掘疑惑があったこと，本件合同委員会後，被告Ａ新聞社の取材に対し
て，Ｆ町幹部，取材に応じた議員，原告が，それぞれ本件記事②ないし④の趣
旨の話をしたことは，いずれも事実であるから，本件記事の内容は真実であ
る。

　　　　　したがって，被告Ａ新聞社らが本件記事を報道したことについて違法性はない。
　　　ウ　仮に，本件記事の内容が真実であると証明されなかったとしても，本件記事

は，被告Ａ新聞社の記者であるIが，平成１２年３月１４日，Ｆ町議会事務局に
対して取材し，本件定例会において盗削の問題についての質問が出たこと，
本件合同委員会でも上記問題が取り上げられることになったことを確認し，同
月１５日，本件合同委員会での審議内容をＦ町議会事務局において聴取して
取材するなどし，その後，被告Ｃが，本件議案に賛成，反対した議員の双方に
対して取材し，原告にも電話で取材するなどして，公正な取材に基づいて報道
されたものであり，被告Ａ新聞社らには，これを真実と信ずるにつき相当な理
由があったというべきである。

　　　（原告の主張）
　　　ア　本件記事は，原告が土砂の盗掘をしたことを摘示し，印象付けるものであり，虚

偽の事実を記載したものである。
　　　イ　被告Ａ新聞社は，Ｆ町長が，本件合同委員会において，同一敷地内の土砂の

移動については流用であるというのが栃木県及びＦ町の見解である旨述べて
いるにもかかわらず，本件記事において，この点には全く触れず，盗掘と記載
したのであって，明らかに虚偽の事実を記載したものである。また，本件定例
会及び合同委員会における審議では，同一敷地内の土砂の移動についてで
はなく，本件河川公園から下水道工事現場という別の場所に土砂を搬出し使
用したのではないかが問題とされていたのであって，被告Ａ新聞社らが主張
するように同一敷地内の土砂の移動が本件盗掘疑惑の基となった事実であ
るというのであれば，それ自体，虚偽の事実を記載したことになる。

　　　ウ　被告Ａ新聞社は，被告Ｄら特定の議員からの偏った情報に基づいて本件記事
を構成し，原告に取材した際にも，本件議案否決の背景に本件盗掘疑惑が絡
んでいることについてはコメントを求めず，原告が疑惑を否定し根拠がない旨
の反論をする機会がないまま，本件記事を掲載したものであって，公正な取
材に基づいて掲載したものではない。

　　・　Ｄ発言の名誉毀損該当性
　　　（原告の主張）
　　　　Ｄ発言は，原告が公共事業において土砂の盗削を行った悪質業者であると述

べ，刑法犯であるとの印象を与えるものであり，原告の社会的評価，信用を著し
く失墜させるものである。

　　　　なお，Ｄ発言自体から原告の名称が特定できないとしても，Ｄ発言が原告を指して
いることは明らかであり，特定性に欠けることはない。また，合同委員会は秘密
会ではなく，委員長の許可があれば町民が傍聴することができ，町会議員，町
職員ら３４名が出席し，Ｆ町議会事務局にも審議内容が流されていたのであるか
ら，公然事実を摘示したというべきである。

　　　（被告Ｄの主張）
　　　　被告Ｄは，発言の際，原告の名称を挙げることを慎重に避け，盗削という言葉もＦ

町の担当者が流用という言葉にこだわるので論争のためにあえて用いたもので
あって，原告を盗削者であると断定したものではないから，Ｄ発言によって，原告
の名誉を毀損したとはいえない。

　　　　本件合同委員会は，非公開の秘密会であり，本件合同委員会での発言が公然事
実を摘示したとはいえない。

　　・　Ｄ発言の違法性及び被告Ｄの責任
　　　（被告Ｄの主張）
　　　ア　被告Ｄは，町議会議員として，栃木県やＦ町の指導監督の不備を正すという公

共の目的のために，本件定例会及び本件合同委員会においてＤ発言をし，盗
削といった言葉も論争をする中で必要最小限に絞って発言し，自己の目撃状
況とその後の調査に基づき事実であると確信をして発言したものであって，相
当性があるから，町議会議員の正当な職務行為として免責されるべきであ



る。
　　　イ　被告Ｄは，町議会議員として，栃木県やＦ町の指導監督の不備を正すためにＤ

発言をしたもので，公共の利害に関する事実について，専ら公益を図る目的
で発言したものである。

　　　　　被告Ｄは，平成１１年１０月１９日午後１１時ころから翌２０日未明及び同日夜か
ら翌２１日未明の二晩にかけて，本件河川公園南側に位置する自宅及び同
敷地内から，本件河川公園敷地内の２箇所において，工事施工業者がユン
ボで土砂を掘削し，ダンプカーに積載して東武鉄道鬼怒川線の踏切を越えて
国道に出て走り去るところを目撃した。被告Ｄは，同月２０日，Ｆ町観光課担当
者をして砂利採取の跡を見分させ，その後，同観光課，栃木県の機関である
栃木県日光土木事務所（以下「日光土木事務所」という。）を通じて，栃木県に
おいて本件河川公園敷地内の砂利を採取した業者から顛末書を徴しているこ
と，砂利採取が行われた上記日時に本件河川公園敷地内で工事は行われて
いなかったこと，砂利採取をした河川敷はＦ町が栃木県から占有許可を受け
ているが，Ｆ町も栃木県も業者の砂利採取を認めていなかったことを確認し
た。

　　　　　被告Ｄは，上記目撃状況とその後の調査に基づいて，原告が上記のとおり土砂
を採掘したことが真実であると確信してＤ発言をしたものであるから，違法性
がなく，仮に，真実でないとしても，真実と信じるにつき相当の理由があるか
ら，責任がない。

　　　ウ　仮に，原告が主張する経過どおりであったとしても，原告は，河川管理者から
河川区域内の土砂等の採取の許可及び現状変更の許可を得ることなく，無
断で河川区域内で土砂を採取したものであり，原告の行為は河川法２５条，２
７条に違反し，処罰の対象となり得るものであるから，被告Ｄが盗削と発言し
たことは真実であるというべきである。

　　　（原告の主張）
　　　ア　被告Ｄは，Ｆ町に原告が盗削したと認めさせることによって，原告の本件請負契

約の受注を妨害し，Ｆ町における公共事業の指名を停止させる目的で，Ｄ発
言をしたものであり，町議会議員の正当な職務行為としてしたものではなく，
公共の利害に係り，公益目的によるものともいえない。

　　　イ　被告Ｄは，本件定例会及び合同委員会において，原告が，本件河川公園敷地
内から土砂を掘削し，他の下水道工事現場に土砂を搬出し埋立てに用いたこ
とをもって，土砂を盗掘したと発言している。

　　　　　しかしながら，原告は，平成１１年８月ころ，本件河川公園工事の盛土の際，隣
接地の土を約３００立方メートル掘削して盛土材として使用し，同年９月初旬
から１０月中旬にかけて，Ｆ町から受注した下水道工事において生じた残土約
２００立法メートルを搬入して埋め戻したもので，被告Ｄが目撃したと主張する
同年１０月１９日，同月２０日夜間には，上記下水道工事のため，本件河川公
園敷地を資材置場として使用し，下水道工事による残土，砕石の搬入，搬出
を行い，同月２０日午後１１時ころダンプカー１台が脱輪しバックホウで引き上
げる際落とした土砂を積載したことがあったが，本件河川公園敷地内から土
砂を掘削，搬出して下水道工事に使用したことはなく，Ｄ発言は，虚偽の事実
に基づくものである。

　　　　　また，被告Ｄの自宅及び同敷地内から，同人が土砂の掘削を目撃したと指摘す
る場所を見通すことはできず，目撃状況についての発言が変遷していることな
どから，目撃状況について信憑性がなく，真実と信ずるにつき相当な理由が
あるともいえない。

　　　ウ　原告は，河川管理者である栃木県から形状変更の許可を得たＦ町から受注し
て本件河川公園工事を行ったものであり，同工事の際の土砂の移動は許可
の範囲内の形状変更であって，河川法に違反するものではない。

　　・　Ｅ発言の名誉毀損該当性
　　　（原告の主張）
　　　　Ｅ発言は，原告が公共事業において土砂の盗削を行った悪質業者であると述べ，

刑法犯であるとの印象を与えるものであり，原告の社会的評価，信用を著しく失
墜させるものである。

　　　（被告Ｅの主張）
　　　　被告Ｅは，本件合同委員会において，Ｆ町の担当者が流用という言葉にこだわる

ので論争のために盗削であると発言したもので，原告を盗削者であると断定した



ものではないから，Ｅ発言によって，原告の名誉を毀損したとはいえない。
　　・　Ｅ発言の違法性及び被告Ｅの責任
　　　（被告Ｅの主張）
　　　　被告Ｅは，被告Ｄ及び町民から原告が本件河川公園工事について土砂の盗掘を

している旨を聞き，所属するＦ町議会観光建設常任委員会の所轄事項であった
ので，町議会議員の当然の職責として，事実関係を明らかにするために，本件
合同委員会の質疑においてＥ発言をした。Ｅ発言は，原告が盗掘したことよりも，
原告が，栃木県やＦ町の承諾を得ず本件河川公園敷地内から約３００立方メート
ルの土を掘削して盛土材として使用し，下水道工事から掘削した土砂を搬入し
て埋め戻したこと，本件河川公園敷地を資材置場として無断で使用したことにつ
いて，これを認める顛末書を提出していることを前提にして，Ｆ町担当者が流用
という言葉で原告の行為を正当化しようとしたので，論争の過程でこれを反駁し
たものである。

　　　　公共事業に関連して，違法な掘削行為か疑われている問題について，本件定例
会や本件合同委員会において，盗掘であるのか流用であるのか，流用であると
しても事前の許可が必要であったのではないか等の問題について論争すること
は，町議会議員として当然の職責であり，被告Ｅの発言は免責されるべきであ
る。

　　　（原告の主張）
　　　　被告Ｅは，本件合同委員会において，原告が，本件河川公園敷地内から土砂を

掘削し他に搬出したことを前提として，土砂を盗掘したと発言している。本件河川
公園敷地における土砂の採掘の経過は，上記・（原告の主張）イに記載のとおり
であり，Ｅ発言は，虚偽の事実に基づくものである。

　　　　被告Ｅは，原告の本件請負契約の受注を妨害し，Ｆ町における公共事業の指名を
停止させる目的で，Ｅ発言をしたものであって，町議会議員の正当な職務行為と
してしたものではない。

　　・　原告の損害
　　　（原告の主張）
　　　ア　原告は，長年にわたって公共工事の請負などを誠実に行ってきたところ，土砂

を盗掘，盗削した旨の本件記事，Ｄ発言及びＥ発言により，その社会的評価，
信用に計り知れない打撃を受けたものであり，その損害を金銭に換算すると，
被告Ａ新聞社らについては５００万円，被告Ｄについては３００万円，被告Ｅに
ついては２００万円を下らない。

　　　イ　原告が受けた損害は，金銭賠償のみでは到底填補されるものではなく，被告ら
による各名誉毀損の内容，態様が悪質であること，事後，謝罪，訂正等の措
置が一切講じられていないことなどに照らすと，原告の名誉を回復するために
は，被告Ａ新聞社，被告Ｄ及び被告Ｅによる謝罪広告の掲載が不可欠であ
る。

第３　当裁判所の判断
　１　前記争いのない事実に証拠（甲１，３ないし５，１１の１ないし１０，甲１２，１３，１４の

１ないし８，甲１５，１６，１８，１９の１ないし３，甲２１ないし２３，２７の１ないし４，甲
２８の１ないし３，乙１，２，丙１ないし５，６の１ないし５，丙７，丁１，証人Ｊ，同Ｉ，被
告Ｄ本人，同Ｅ本人）及び弁論の全趣旨を総合すると，以下の各事実が認められ
る。

　　・　本件河川公園敷地の大部分は，一級河川の河川区域内にあり，Ｆ町は，平成１０
年８月２６日，河川公園として整備をする目的で，河川管理者である栃木県知事
から，河川法２４条，２６条，２７条に基き，河川の占有，工作物の新築等，土地
の形状変更の許可を得た。

　　　　原告は，平成１１年２月１２日，Ｆ町から，同日から同年３月２０日までの工期で，
本件河川公園の園路開設や駐車場造成等を内容とする本件河川公園工事を受
注した。同工事の工期は，その後，同年９月９日までと変更された。

　　　　また，原告は，同年８月１１日，Ｆ町から，同日から同年１２月８日までの工期で，Ｆ
町公共下水道高徳工区築造工事分割１号（以下「本件下水道工事」という。）を
受注した。

　　・　本件河川公園工事の設計では，盛土材として９００立方メートルの購入土が見積
もられていたところ，原告が，平成１１年８月ころ，本件河川公園工事の盛土工
事を実施していた際，盛土材が不足することが判明した。原告は，本件河川公
園工事の発注部署であるＦ町観光課の主幹に相談したものの，設計変更等が



見込めなかったことから，本件下水道工事において発生する残土で埋め戻すこ
とができると考え，無断で，本件河川公園敷地内の施工箇所の北側別紙図面Ｘ
点付近（以下「本件掘削箇所」という。）から，約３００立方メートルの土を掘削し
盛土材として使用した。

　　　　原告は，同年９月９日ころ，本件河川公園工事の施工を終え，同年１０月中旬ころ
までに，本件下水道工事において発生した土約２００立方メートルを使用して本
件掘削箇所を埋め戻し，本件掘削箇所は，掘削前から約１００立方メートル不足
する状態となった。

　　・　原告の下請業者である有限会社Ｋは，本件下水道工事の施工のため，平成１１
年１０月中旬ころ，夜９時から翌朝５時までの夜間工事の許可を得て，工事を実
施した。Ｋは，当初，下水道工事において生ずる土砂や埋設用の砕石を仮置き
しておくストックヤードとして原告所有地を使用していたが，同月１８日，同地の
近隣の住民から苦情があったことから，同日の夜間工事を中断した。

　　　　原告は，Ｋから報告を受け，本件河川公園工事が終了していたにもかかわらず，
無断で，本件河川公園敷地をストックヤードとして使用するよう指示した。

　　　　Ｋは，同月１９日，本件河川公園敷地内での工事，占有の許可を得ることなく，埋
設用の砕石やバックホウ（掘削，積込等の作業に用いられる建設機械）などを本
件河川公園敷地内に運び込み，本件河川公園敷地内の別紙図面Ｙ点付近をス
トックヤード（以下「本件ストックヤード」という。）として使用し，午後９時ころから，
本件下水道工事の夜間工事を開始し，翌２０日未明にかけて，本件下水道工事
現場から掘削した土砂をダンプカーで本件河川公園敷地内に搬入して本件スト
ックヤードに仮置きし，同所から本件下水道工事現場へ埋設用の砕石，仮置き
していた土砂を搬出する作業を行った。

　　　　Ｋは，同様にして，同月２０日から翌２１日の未明にかけて，本件下水道工事の夜
間工事の施工のため，本件下水道工事現場から本件ストックヤードに土砂を搬
入，仮置きし，同所から本件下水道工事現場へ砕石，仮置きしていた土砂を搬
出する作業を行った。同月２０日午後１１時ころ，土砂の搬送を行っていたＫのダ
ンプカーが，別紙図面Ｚ点付近で脱輪し，Ｋは，バックホウを用いるなどしてダン
プカーを引き上げ，その際に落とした土砂をならすなどの作業をした。

　　・　被告Ｄは，本件河川公園の南側に位置する別紙図面Ａ点に居宅を所有している。
同居宅は，本件河川公園敷地よりも高い位置にあり，同居宅から本件河川公園
敷地を俯瞰することができるが，同居宅及びその敷地内から，別紙図面Ｘ点ない
しＹ点の方向及び別紙図面Ｚ点方向の見通しは，間にある木立のため，良くない
状況である。

　　　　被告Ｄは，平成１１年１０月１９日夜，本件河川公園敷地内において工事作業が
おこなわれていることに気付き，自宅及びその敷地内から，別紙図面Ｙ点付近に
おいてバックホウを用いて作業をしている状況やダンプカーが本件公園敷地内
へ出入りしている状況などを目撃した。また，被告Ｄは，同月２０日夜，同様にし
て，本件河川公園敷地内において工事作業が行われていることに気付き，更
に，別紙図面Ｚ点付近において，ダンプカーとバックホウを用いて作業している
状況などを目撃した。

　　　　被告Ｄは，同月２１日，日光土木事務所やＦ町観光課に問い合わせて，本件河川
公園敷地内での工事，夜間作業の許可がされていないことを確認し，同課担当
者らと本件河川公園敷地に赴き，別紙図面Ｘ点付近に掘削された跡があること，
別紙図面Ｙ点付近にバックホウが停めてあること，別紙図面Ｚ点付近に土砂をな
らした跡があることなどを確認した。

　　・　日光土木事務所及びＦ町観光課の担当者は，被告Ｄからの指摘を受けて，平成１
１年１０月１９日ないし２１日の２晩にかけて本件河川公園敷地内において作業
をしていたのが，Ｋであることを確認し，同月２５日，２６日にかけて，原告から事
情を聴取した。原告は，本件河川公園工事の施工の際，設計数量では盛土材
が不足していたことから，施工箇所横の土砂を流用して盛土材として使用し，本
件下水道工事から生ずる残土で埋め戻そうとし，一部埋め戻したこと，本件下水
道工事の夜間工事において，当初ストックヤードとしていた箇所の近隣住民から
苦情があったことから，本件河川公園敷地内をストックヤードとして使用したこと
などの経過を説明し，同月２８日ころ，日光土木事務所長に対し，本件顛末書を
提出した。

　　　　原告は，同年１１月ころ，日光土木事務所の指示で，本件掘削箇所に埋め戻した
本件下水道工事の残土を取り除き，新たに土砂を入れて本件掘削箇所を埋め



戻した。
　　　　原告は，平成１２年３月６日ころ，Ｆ町に対し，本件顛末書の内容に，日光土木事

務所からの指示で，本件掘削箇所から本件下水道工事の残土２００立方メート
ルを搬出し，その跡に同質の土３００立方メートルを搬入して埋め戻した旨を付
加した内容の顛末書を提出した。

　　・　Ｆ町は，平成１２年２月１８日，Ｈ小学校体育館建設工事の指名競争入札を実施
し，原告は，代金額１億８７７４万円で落札した。

　　・　平成１２年３月１４日，Ｆ町議会において本件定例会が行われた。
　　　　被告Ｄは，本件定例会の一般質問において，Ｆ町議会議員として，原告が本件河

川公園敷地内から掘削した土砂を搬出し本件下水道工事現場に埋めたことを前
提として，本件河川公園敷地において無断で夜間工事が行われたこと，土砂の
採掘が行われたことについて質問し，その中でＤ発言①の発言をし，その質疑
の中で，Ｆ町観光課長が当該建設会社が原告であること及び原告がＦ町に対し
て提出した上記顛末書の内容を明らかにした後，Ｄ発言②及び③の発言をし
た。

　　・　平成１２年３月１５日，本件河川公園工事における土砂採取の問題について，本
件合同委員会が行われた。本件合同委員会の出席者は，審査委員長の外Ｆ町
議会議員及び同町職員の合計３４名である。

　　　　Ｆ町長は，質疑の冒頭で，栃木県の見解として，河川占有の許可をしている同一
敷地内の土砂を同一敷地内で移動することは流用である旨を述べた。その質疑
の中で，被告Ｄは，本件定例会と同様に，原告が本件河川公園敷地内から掘削
した土砂を搬出し本件下水道工事現場に埋めたことを前提として，Ｄ発言④ない
し⑦の発言をした。また，被告Ｅは，被告Ｄから聞いた事情に依拠して，Ｆ町議会
議員として，Ｅ発言①ないし③の発言をした。

　　　　また，質疑の中で，Ｆ町長及び同助役は，同日の審議内容について，調査をした
上で処分等を考える旨の発言をし，被告Ｅは，同日の審議内容が翌日の本件議
案に関わってくる旨の発言をした。

　　・　平成１２年３月１６日，定例会において，本件議案が否決された。被告Ｄは，その
質疑において，議案に反対する旨の討論をした。

　　・　被告Ａ新聞社の記者であるＩは，平成１２年３月１４日，Ｆ町議会事務局に対して取
材し，同月１５日，同事務局において本件合同委員会の審議内容を聴取した。
被告Ｃは，これらの取材を引き継ぎ，同月１６日，定例会での審議を取材し，そ
の後，Ｆ町議会議員，Ｆ町，原告に対して取材し，本件記事を作成した。

　２　被告Ａ新聞社らに対する請求について
　　・　本件記事の名誉毀損該当性について
　　　　本件記事は，全体として見ると，Ｆ町議会において本件議案が否決されたことを

報道するものであるが，本件見出し中の「落札業者疑惑絡み否決」の部分と本
件記事①とが相俟って，本件議案否決の背景に本件請負契約の落札業者が他
の公共事業において土砂の盗掘をした疑いがあるという事実を摘示し，その旨
の印象を与えるものであり，本件記事②，③がこれを補強するものであるという
ことができる。そして，本件記事中に原告の名称は記載されていないが，本件請
負契約の落札業者が原告であることを知る不特定多数の者には，同落札業者
が原告のことを指すと識別することが可能であるから，本件記事は，原告の社会
的名誉，信用を低下させるものであり，原告の名誉を毀損するものであると認め
られる。

　　　　なお，原告は，本件記事が，土砂の盗掘をしたという事実そのものを摘示し，その
旨の印象を与えるかのように主張するが，本件記事の構成，記載内容からする
と，その疑いがあることを摘示し，その旨の印象を与えるにとどまるというべきで
ある。また，原告は，本件記事④により原告が盗掘を認めたととれるように構成
した旨主張するが，その記載内容，本件記事内の構成位置を考慮しても原告主
張のような印象を与えるものであるということはできない。

　　・　本件記事の違法性及び被告Ａ新聞社らの責任について
　　　ア　事実の摘示による名誉毀損について，その行為が公共の利害に関する事実に

係り，その目的がもっぱら公益を図ることにある場合において，摘示された事
実がその重要な部分について真実であることが証明されたときは，その行為
には違法性がなく，不法行為は成立しないと解される。

　　　イ　本件記事は，Ｆ町議会において本件議案が否決されたことを報道するものであ
るから，公共の利害に関する事実に係るものであるといえ，その記載内容に



照らすと，専ら公益を図る目的で報道されたものであると認められる。
　　　　　そして，本件記事のうち名誉毀損に該当するのは，本件議案否決の背景に本

件請負契約の落札業者である原告が他の公共事業において土砂の盗掘をし
た疑いがあるという事実に係る部分であるから，この点について，真実性の証
明があるか否かを検討する。前記１・ないし・，・，・に認定のとおり，原告が，Ｆ
町から受注した本件河川公園工事において，盛土材が不足したことから，無
断で本件河川公園敷地内の施工箇所北側から土砂を掘削し盛土材として使
用し，その後，本件下水道工事からの残土で一部埋め戻したこと，平成１１年
１０月１９日ないし同月２１日未明の二晩にかけて，Ｋをして，本件下水道工事
の施工のため，無断で本件河川公園敷地をストックヤードとして使用し，仮置
きする土砂及び埋設用の砕石を搬入，搬出し，その際，同月２０日に，ダンプ
カーを脱輪させ，その引上げ作業等をしたこと，そして，本件定例会及び本件
合同委員会において，被告Ｄの一般質問を契機として，原告の上記行為につ
いて質疑がされ，原告が本件河川公園敷地内から土砂を掘削し，本件河川
公園工事の盛土として使用したのか，本件河川公園敷地内から搬出して他に
使用したのか，また，原告の行為が流用にとどまるのか盗削であるといえる
のかが問題とされたこと，更に，その質疑の中で，本件合同委員会において，
Ｆ町長及び同助役により，同日の審議内容について調査をした上で原告に対
し処分等を考える旨の発言がされたこと，被告Ｅにより，同日の審議内容が本
件議案に関わってくる旨の発言がされたことからすれば，本件定例会及び合
同委員会の質疑において，原告が土砂を採掘した行為について土砂を盗掘し
たといえるか否かが問題とされ，そのことが本件議案否決の背景となっている
ということができるから，本件記事が摘示した事実は，その重要な部分におい
て真実であると認められる。

　　　ウ　したがって，本件記事を掲載，頒布したことについては，名誉毀損の違法性を
欠き，不法行為は成立しないというべきである。

　３　被告Ｄ及び同Ｅに対する請求について
　　・　Ｄ発言及びＥ発言の名誉毀損該当性について
　　　　Ｄ発言②ないし④，⑥，⑦及びＥ発言①ないし③は，本件定例会及び合同委員会

において，当該建設会社が原告であること及び原告提出に係る顛末書の内容
が明らかにされた後に発言されたものであり，かつ，その発言内容及び質疑の
経過によれば，原告が本件河川公園敷地内から土砂を掘削したことについて，
これが盗削と評価できる違法なものであるという印象を与えるものと認められ
る。そして，本件合同委員会における発言についても，その出席者数からすれば
公然と行われたということができるから，上記各発言は，原告の社会的評価及び
信用を低下させるものであり，原告の名誉を毀損するものであると認められる。

　　　　他方，Ｄ発言①については，発言された時点において原告を指すと識別すること
が可能ということはできず，また，Ｄ発言⑤については，その内容が原告の社会
的評価及び信用を低下させるものであるということはできないから，原告の名誉
を毀損するものであるとは認められない。

　　・　Ｄ発言及びＥ発言の違法性並びに被告Ｄ及び同Ｅの責任について　　　　　前記認
定のとおり，被告Ｄ及び同Ｅは，Ｆ町議会議員であり，Ｆ町議会における本件定
例会及び合同委員会において，それぞれ町議会議員として，Ｄ発言及びＥ発言
をしたものである。町議会議員は，町議会において，町行政に関連する事項に
ついて質疑する権限を有するというべきところ，Ｄ発言及びＥ発言は，いずれも，
Ｆ町が占有許可等を得て開発を進めていた本件河川公園敷地内において土砂
が採掘されたことについて行われたもので，Ｆ町の行政に関連する事項につい
ての質疑であるというべきであるから，町議会議員としての職務を行うにつきさ
れたものであると認められる。そうすると，仮にＤ発言及びＥ発言が両被告の故
意又は過失による違法な行為であるとしても，国家賠償法１条１項に基づきＦ町
が賠償責任を負うことがあるのは格別，公務員である両被告は個人としては，
原告に対して，その責任を負わないと解すべきである。

　　　　なお，原告は，被告Ｄ及び同Ｅが，原告の本件請負契約の受注を妨害し，Ｆ町に
おける公共事業の指名を停止させる目的で，Ｄ発言及びＥ発言をしたものであ
り，町議会議員の正当な職務行為としてしたものではない旨主張するが，これを
認めるに足りる証拠はない。前記認定のとおり，被告Ｄは，原告が本件河川公
園敷地内から掘削した土砂を本件下水道工事現場に搬出したことを前提として
Ｄ発言をしたものであり，誤った事実関係の認識を前提として発言をしたというこ



とができるが，原告下請業者の本件河川公園敷地内における夜間工事作業を
目撃した際の状況，本件掘削箇所の原型復旧がされておらず掘削された跡が
残っていたこと，その付近にバックホウが停めてあったことなど本件河川公園敷
地内の痕跡を確認し，更に，Ｆ町や日光土木事務所に問い合わせて無許可で夜
間工事作業が行われたことを確認していることからすれば，上記のように認識し
たことが，あながち不自然，不合理ということはできず，被告Ｄが意図的に事実
関係を歪めて質疑をしたと認めることはできない。被告Ｄから聞いた事情に依拠
して発言をした被告Ｅについても同様である。また，被告Ｄは，Ｄ発言①において
「そういう悪いことをする業者をなぜ指名入札をさせるかということで伺います。」
と，Ｄ発言②において「そういうことをした人に１か月もしないうちに指名をすると
いうのはいかがかということでございます。」などと発言しており，これらを通じて
見ると，Ｆ町が発注する公共事業において原告を指名することの当否を問題とし
て指摘しているということができ，被告Ｅについても，本件合同委員会において，
その審議内容が本件議案に関わってくる旨発言しているほか，「これをやたらに
ね，では指名停止しろとか，こうだということは言わないけれども，」などと発言し
ており（甲４），同様に，公共事業において原告を指名することの当否を問題とし
て指摘しているということができるが，これらは，町議会議員としての権限を濫用
してことさらに公共事業における指名の停止を求めるようなものではなく，上記
のように指摘したことをもって，Ｄ発言及びＥ発言が正当な職務行為としてされた
ものではないということもできない。

　４　以上によれば，原告の本訴各請求は，いずれもその余の点について判断するまで
もなく理由がないからいずれも棄却することとして，主文のとおり判決する。

　      宇都宮地方裁判所第２民事部

                裁判長裁判官            　羽　　田　　　　　弘

　　                      裁判官            　宮　　田　　祥　　次

　　                      裁判官            　天　　川　　博　　義


